2014年度・診療報酬改定率についての参考資料（2014・1・8）
　2014年4月1日に改定される診療報酬改定率は、消費税率引き上げに伴う補填分を除いた通常改定分で、本体プラス０．１％で決着しました。薬価と材料価格は、マイナス１．３６％（本体0.63％、薬価・材料0.73％）となり、消費税補填分と同じ数値となっています。この値は、これまでの薬価・材料のマイナス分を本体に持ってくる手法が、すべて消費税増税による補填分に使われた格好になります。よって、実質的には、ネット改定率で、マイナス１．２６％となります。
前回2012年度改定においては、全体で0.004％でしたが、薬価・材料の減額分を医科本体（人件費分）に充てており、医科本体は、１．３７９％となっています。今回の改定と比較すると1.279％（1.379－0.1）低く抑えられたといえます。ただ、７：１入院基本料算定病床の要件厳格化に伴い、７：１を維持できなくなる医療機関を円滑に受け皿病床に移行させるための対応策として、診療報酬分とは別枠で、200億円（改定率換算0.15％）の公費が投入されることから、改定率に換算すれば、本体プラス０．２５％と捉えることができます。
この200億円は、消費税増税分から「社会保障の充実」に回る約5000億円のうち、「消費税財源の活用による診療報酬の改定」に充てる353億円に含まれており、内訳は、国分140億円、地方分60億円となっています。改定率に換算すると0.15％となりますが、厚労省は、「次期改定の改定率としてはカウントしない」と説明しています。また、7：1の見直しに対応するため、あくまでも期間を限った経過措置に充当されるものであり、要件の厳格化によって、7：1から算定できなくなる医療機関に対し、経過措置期間だけ従来の入院基本料の算定を認めるなどの措置を想定しています。
7：1の要件厳格化について厚労省は、受け皿の一つとして亜急性期病棟の創設を提案しており、「７：１病床をめぐる経過措置の在り方については、今後、中医協総会で議論してもらう課題」としています。さらに、「新たな財政支援制度」（2014年度予算計上）として検討を進めている基金制度に、約602億円を充てることで財務省と合意しており、地方の負担分を含めた基金の総額は、904億円（改定率換算0.65％）となります。これらの基金は、機能分化・連携を進める医療機関への補助財源とするほか、現在は、地域医療再生基金を活用して取り組む医療従事者の確保・養成を目的とする事業も補助対象とすることや、地域包括ケアシステムの構築を推進する目的で、在宅医療・介護サービスの充実にも活用できるよう方針化されています。
同基金制度は、2025年に向けた医療・介護サービス提供体制について都道府県が作成する整備計画に基づき、基金を造成する仕組みを想定しており、厚労省が通常国会への提出を目指している医療法等改正案に盛り込むとしています。基金が適切かつ公平に配分されるよう基本方針を策定するほか、補助対象事業も明確化するとしています。候補としては、都道府県が新たに策定する地域医療ビジョンを達成するための医療機関の施設・設備整備事業、在宅医療を推進するための事業、介護サービスの施設・設備整備を推進するための事業、医師、看護職、介護職を確保するための事業、医療・介護従事者の勤務環境改善のための事業などが挙げられています。
2014年度・診療報酬改定においては、消費税増税と重なったため、非常に複雑な改定となっています。消費税対応分の議論については、厚生労働省と財務省主張1.23％との駆け引きにより、最終的には、厚生労働省の言い分通り1、36％が確保されました。当初、厚生労働省は、増税で必要になる財源の試算を、診療報酬でプラス1.2％、約5000億円になるとしていましたが、今回の1.36％を確保したことは、消費税増税分の3％以上に医療機関の負担が解消されることになり一定の評価ができます。しかし、本体プラス0.1％と200億円の経過措置経費0.15％と、新たな財政支援制度（2014年度予算計上）の基金総額904億円（改定率換算0.65％）を加えたとしても、想定でプラス0.9％となりますが、消費税対応分の1．36％を差し引くと実質的な改定率は、マイナス0.46％と捉えることができます。前回２回の診療報酬プラス改定において、回復傾向にある病院経営に水を差す結果となり、誠に遺憾であるとしか言えません。
また、薬価・材料費の減額分と消費税対応分が同率になったことは大いに疑問が残ります。なお、別途、後発医薬品の価格設定の見直しなどの措置を講ずるとされており、減額の扱いについては、一定の財源が生まれる可能性もあり、その扱いをどうするのか注視しなければなりません。薬価・材料費の減額分の使途については、これまで通り医科にまわす方式を継続させなければなりません。また、7：1入院基本料からの移行に伴う200億円の有効な使用方法、配分方法のチェック、激変緩和のために経過措置期間の延長も可能な限り長く持たせる必要があります。7：1入院基本料の厳格化により、8万床減らすとしていますが、その原資については、診療報酬の中で高度急性期、一般急性期からの患者を受け入れる回復期、慢性期など亜急性期を担う中小の在宅支援病院などへの重点配分をさせる必要があります。
また、診療所に関しては、外来管理加算、医学管理等において、過重な診療報酬が配分されており、厳格化、適正化を行う必要があります。医療費が増大する中にあっては、診療所機能として、総合的な判断を行う医師の配置が必要不可欠であり、夜間診療、往診、訪問看護・介護など居宅・在宅支援を中心とした一次医療機能を持ち、必要に応じて二次医療機関への紹介ができる総合診療医機能が必要となります。これらの基準をクリアーする診療所においては診療報酬上の手厚い配分を行うことは否定できませんが、今までのような時間内待ち受け診療や、簡単な診察を行うだけで外来管理加算、医学管理料の名目において膨大な診療報酬を持ち去る方式は排除する必要があります。
